
定 例 会 議 進学・進級時における少年の非行・犯罪被害防止 令和４年２月16日

資 料 と有害環境の浄化に向けた取組について 少年女性安全対策課

１ 「春のあんしんネット・新学期一斉行動」について

内閣府が定める「春のあんしんネット・新学期一斉行動」及び警察庁が広報重点

に指定する「進学・進級時における少年の非行・犯罪被害防止と有害環境の浄化」

期間に伴い、県警察では、３月中に関係機関と連携したＳＮＳ被害防止等の広報啓

発活動を推進する。

２ 児童の福祉を害する犯罪の検挙等の状況

３ ３月中の取組等

(1) 街頭啓発活動の実施

総務省四国総合通信局、県立春野高等学校と連携して実施

(2) 広報活動の実施

ア ＲＫＣラジオ放送

イ 県警Twitterによる広報

ウ ミニ広報紙を活用した広報

(3) ＳＮＳ上における性被害防止対策

Twitter上における児童の性被害に繋がるおそれのある不適切な書き込みに対

する注意喚起の強化

H30 R1 R2 R3 前年比
66 38 42 45 +３
37 28 31 44 +13
38 25 26 39 +13

うちＳＮＳ等利用 18 11 11 8 －3

検 挙 件 数
検 挙 人 員
被 害 少 年
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定 例 会 議
令和３年の高速道路における交通安全対策について

令和４年２月16日

資 料 高 速 隊

１ 高速隊の取扱件数

(1) 交通事故件数

ア 人身事故 ５件（前年比－１件）うち１件は死亡事故

イ 物件事故 286件（前年比＋99件）

(2) 高速道路への立入り・逆走

ア 立入り 20件（前年比＋10件）

イ 逆走 ３件（前年同数）

２ ワイヤー式防護柵への衝突事故多発地点

(1) 高知自動車道 （計34件）

ア 高知IC～伊野IC（119.7kp～121.6kp） ５件

イ 伊野IC～土佐IC（130.2kp～130.7kp） ２件

ウ 伊野IC～土佐IC（132.5kp～132.6kp） ２件

エ 土佐IC～須崎東IC（141.6kp～142.2kp） ４件

オ 土佐IC～須崎東IC（143.6kp～143.8kp） ２件

カ 須崎東IC～須崎中央IC（149kp～149.8kp） ７件

キ 四万十町東IC～四万十町中央IC（170.1kp～173.7kp）12件

(2) 高知東部自動車道（高知南国道路）（計16件）

ア 高知南IC～南国南IC（6.7kp～7.4kp） ７件

イ 南国南IC～高知龍馬空港IC（11kp～11.9kp） ７件

ウ 南国南IC～高知龍馬空港IC（14.6kp） ２件

３ 立入りの多いインターチェンジ

(1) 高知自動車道

ア 高知IC ４件（原付３件、歩行者１件）

イ 伊野IC ２件（原付１件、歩行者１件）

(2) 高知東部自動車道（高知南国道路）

ア 高知南IC ４件（原付３件、自転車１件）

イ 南国南IC ３件（自転車３件）

４ 交通安全対策

(1) ワイヤー式防護柵への衝突防止対策

(2) 立入り及び逆走防止対策

(3) 高知ICにおける追加安全対策

(4) 効果的な広報啓発活動

ア サービスエリア及びパーキングエリアにおける広報啓発

イ 運転免許更新時講習等における啓発指導
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定 例 会 議
地震・津波災害に備えた各種取組について

令和４年２月16日

資 料 災 害 対 策 課

１ 広報推進の目的

発生から11年が経過する東日本大震災に対する記憶の風化防止と南海トラフ地震

に備える意識の更なる高揚を図るため、積極的な各種広報啓発活動を実施するもの。

２ 広報重点

(1) 日頃からの備え

◯ ハザードマップの確認(自助)

◯ 隣人との連携(共助)

◯ 防災訓練への参加

◯ 住宅の耐震診断・耐震補強と家具等の固定

◯ 非常持出品等の準備

(2) 地震発生時の行動

◯ 冷静沈着な行動

◯ 可能なタイミングでの火の始末

◯ 津波からの素早い避難

◯ 避難した後の行動

３ 主な取組

(1) ラジオ広報

警察官とアナウンサーとの問答形式

(2) 防災出前講話

高齢者安全講習や生活安全教室等の機会を通じて、高齢者や外国人技能実習生

に実施

(3) 防災パネル展

県本部において起震車による揺れ体験や防災パネルの展示

(4) 各種広報紙の活用

ミニ広報紙の配布、自治体広報誌への掲載

(5) 電光掲示板の活用

警察施設：６か所、道路交通情報板：21か所、企業等：４か所

(6) ケーブルテレビの活用

土佐署、須崎署、窪川署、中村署及び宿毛署管内の各ケーブルテレビが協力

(7) ＳＮＳの活用

県警公式Twitter等による呼びかけ

４ 訓練等の実施

各警察署において防災訓練に取り組むことで、職員の災害対処能力の向上を図る。
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